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病床機能再編支援事業について（制度概要） 
 

１ 制度の概要（令和３年度国予算額：１９５億円） 

＊定額補助 国 10/10、R3～医療介護総合確保基金事業として位置付け 

共

通 

・ 医療審議会及び地域医療構想調整会議の審議を経たものであること 

・ 地域医療構想の実現に必要と認められるものであること 
 

 種別 対象 備考 

病
床
削
減
支
援 

①単独支援給付金 

(１機関の病床削減) 

療養病床又は一般病床（対象区分：高

度急性期、急性期、慢性期）を有する

病院又は診療所で、稼働病床の削減

を行うもの 

（Ｒ７年度中までの削減が条件） 

‣稼働病床△１床につ

き２百万円程度(病床

稼働率等に応じ 1,140

～2,280千円) 

病
院
統
合
支
援 

②統合支援給付金 

(複数機関の統合) 

療養病床又は一般病床（対象区分：同

上）を有する病院又は診療所が、病床

削減を伴う統合に合意した場合 

※１以上の病院廃止（診療所化含む） 

Ｒ７年度中までの完了が条件 

‣稼働病床△１床につ

き２百万円程度（病床

稼働率等に応じ 1,140

～2,280千円） 

‣重点支援区域は単価

1.5倍 

③債務整理支援給付 

 金（利子補給） 

②統合支援給付金事業として認めら

れた医療機関の統合において、承継

病院が、統合によって廃止となる病

院の債務返済のため、新たに融資を

受ける場合 

‣当該融資に係る利子

の全部又は一部 

（利率・期間上限あり） 

 
※ いずれも病床（①は稼働病床）10％以上削減が条件。 

（回復期病床や介護医療院への転換、同一開設者の医療機関への病床融通は除く） 
また、計画完了時点の許可病床には休棟等が全て削減され、存在しないことが必要。 

※ 基準は平成 30年度病床機能報告。（ただし、R2.4.1までに変更があった場合はその病床数） 
※ 構想の実現を目的としたものではない病床削減（自己破産による廃院）は対象外。 
 
２ 申請時期等 

 ①単独支援給付金 ②統合支援給付金 

医療審議会

等の審議

事項 

単独病床機能再編計画（削減計画） 

複数年度に渡る計画も可。また 

削減自体は翌年度以降でも可 

統合計画 

（合意内容・ｽｹｼﾞｭｰﾙ・資金計画等） 

（統合自体は翌年度以降で可） 

補助金の

交付申請

及び支給 

実際に病床を削減する年度 

削減計画が複数年度に渡る場合 

は原則最終年度に一括を予定 

医療審議会・地域医療構想調整会

議で統合計画を審議した年度以降 

備  考 医療審議会等で審議後は着手可能 計画が履行できない場合は返還要 
※ 病床数の減少に着手している場合は、その時点で本事業の対象となることが判明した等の特段
の事情があり、医療審議会及び地域医療構想調整会議に諮った上で認められた場合に限り対象 
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